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新潟県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

新潟県規則第43号 

新潟県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則 

新潟県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和54年新潟県規則第59号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （貸付けの申請） 

第３条 貸付けを受けようとするもの（以下「借受

希望者」という｡)は、貸付申請書に次の各号に掲

げるものの区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 農商工等連携促進法第14条第２項に規定する

資金の貸付けを受けようとするもの 農商工等

連携促進法第５条第３項に規定する認定農商工

等連携事業計画を記載した書類の写し 

(3)・(4) （略） 

 

別表（第２条関係） 

 第１ 経営等改善資金 

種 類 借受資格を有するもの 

政令第２条の

表の第１号に

掲げる資金 

 

沿岸漁業を営む個人、沿岸漁業

を営む漁業生産組合、沿岸漁業

を営む漁協、沿岸漁業を営む協

業体（漁業生産組合及び漁協を

除く。以下同じ｡)若しくは沿岸

漁業を営む会社（その常時使用

する従事者の数が20人以下であ

るものに限る。以下同じ｡)又は

農商工等連携促進法第12条第１

項の認定中小企業者（以下「認

定中小企業者」という｡)若しく

は認定中小企業者が団体である

場合におけるその直接若しくは

間接の構成員が農商工等連携促

進法第４条第２項第２号ハに掲

げる措置を行う場合における当

該認定中小企業者（以下「特定

認定中小企業者」という｡)若し

くは６次産業化法第６条第３項

に規定する認定総合化事業計画

に従つて６次産業化法第５条第

４項第３号に掲げる措置を行う

６次産業化法第６条第３項に規

定する促進事業者（以下「促進

事業者」という｡) 

（略） 

（貸付けの申請） 

第３条 貸付けを受けようとするもの（以下「借受

希望者」という｡)は、貸付申請書に次の各号に掲

げるものの区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 農商工等連携促進法第13条第２項に規定する

資金の貸付けを受けようとするもの 農商工等

連携促進法第５条第３項に規定する認定農商工

等連携事業計画を記載した書類の写し 

 (3)・(4) （略） 

 

別表（第２条関係） 

 第１ 経営等改善資金 

種 類 借受資格を有するもの 

政令第２条の

表の第１号に

掲げる資金 

 

沿岸漁業を営む個人、沿岸漁業

を営む漁業生産組合、沿岸漁業

を営む漁協、沿岸漁業を営む協

業体（漁業生産組合及び漁協を

除く。以下同じ｡)若しくは沿岸

漁業を営む会社（その常時使用

する従事者の数が20人以下であ

るものに限る。以下同じ｡)又は

農商工等連携促進法第11条第１

項の認定中小企業者（以下「認

定中小企業者」という｡)若しく

は認定中小企業者が団体である

場合におけるその直接若しくは

間接の構成員が農商工等連携促

進法第４条第２項第２号ハに掲

げる措置を行う場合における当

該認定中小企業者（以下「特定

認定中小企業者」という｡)若し

くは６次産業化法第６条第３項

に規定する認定総合化事業計画

に従つて６次産業化法第５条第

４項第３号に掲げる措置を行う

６次産業化法第６条第３項に規

定する促進事業者（以下「促進

事業者」という｡) 

（略） 
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 第２・第３ （略）  第２・第３ （略） 

  附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

 

告   示 

◎新潟県告示第1237号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項（又は第53条第１項）の規定により、指定居宅サービス事業

者（又は指定介護予防サービス事業者）を次のとおり指定した。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

サービスの種類 事業所の名称 所在地 事業者 指定年月日 

訪問介護 

 

介護予防訪問介護 

訪問介護たんぽぽ 新潟県村上市羽ヶ榎

54番地６ 

株式会社ユキオハウ

ジング 

平成24年10月１日 

訪問リハビリテーシ

ョン 

介護予防訪問リハビ

リテーション 

みさと苑訪問リハビ

リテーション 

新潟県中魚沼郡津南

町大字芦ケ崎乙317

番地１ 

社会福祉法人苗場福

祉会 

平成24年10月１日 

通所介護 

 

介護予防通所介護 

デイサービス汐彩 新潟県北蒲原郡聖籠

町大字次第浜5372番

地 

社会福祉法人心友会 平成24年10月１日 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所生

活介護 

ショートステイかわ

せや 

新潟県三条市東本成

寺22番地45号 

医療法人社団川瀬神

経内科クリニック 

平成24年10月１日 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所生

活介護 

ショートステイほた

る 

新潟県東蒲原郡阿賀

町九島5525番地 

株式会社新潟朝日 平成24年10月１日 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所生

活介護 

ショートステイ汐彩 新潟県北蒲原郡聖籠

町大字次第浜5372番

地 

社会福祉法人心友会 平成24年10月１日 

福祉用具貸与 

 

介護予防福祉用具貸

与 

ニチイケアセンター

長岡 

新潟県長岡市喜多町

1107番地１ 

株式会社ニチイ学館 平成24年10月１日 

特定福祉用具販売 

 

特定介護予防福祉用

具販売 

ニチイケアセンター

長岡 

新潟県長岡市喜多町

1107番地１ 

株式会社ニチイ学館 平成24年10月１日 

 

 

◎新潟県告示第1238号 
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介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項（又は第115条の５第２項）の規定により、指定居宅サービ

ス事業者（又は指定介護予防サービス事業者）から次のとおり事業の廃止の届出があった。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

事業所の名称 所在地 事業者 サービスの種類 届出の受理年月

日 

廃止年月日 

柏崎市社会福祉

協議会福祉用具

貸与事業所 

新潟県柏崎市扇

町３番37号 

社会福祉法人

柏崎市社会福

祉協議会 

福祉用具貸与 

 

介護予防福祉用

具貸与 

平成 24年８月 29

日 

平成24年９月30

日 

 

 

◎新潟県告示第1239号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第82条第２項の規定により、指定居宅介護支援事業者から次のとおり事業

の廃止の届出があった。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

事業所の名称 所在地 事業者 届出の受理年月日 廃止年月日 

愛の里居宅介護支援

事業所 

新潟県柏崎市西山町

坂田5418番地１ 

キハン株式会社 平成24年９月６日 平成24年９月11日 

 

 

◎新潟県告示第1240号 

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定

である旨の通知があった。 

平成24年10月16日 

新潟県知事    泉 田  裕 彦 

１ 保安林予定森林の所在場所 

   新潟県長岡市大積町二丁目字六社甲1444、甲1445の１から甲1445の３まで、甲1445の５、甲1445の６、甲

1446、甲1447、甲1447の子、甲1448から甲1453まで、甲1454の１、甲1454の２、甲1455、甲1467、甲1467の

子 

２ 指定の目的 

   土砂の崩壊の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び長岡市役所に備え置いて縦覧に供

する｡) 

 

◎新潟県告示第1241号 

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定

である旨の通知があった。 
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平成24年10月16日 

新潟県知事    泉 田  裕 彦 

１ 保安林予定森林の所在場所 

   新潟県妙高市大字上堀之内字築田273、274、286、字北山276、278、279の１から279の３まで、280から285

まで、285の１、字口上畑421から438まで、485の１、485の２、486から489まで、489の１、490の甲、490の

乙、491、字谷482の１、482の２、482の子、483の１、483の２、493、494、495の１、495の２、496から499

まで、500の１、500の２、501、502、502の子、503から511まで、512の１、513、514、515の１、516の１、

517の１から517の３まで、518、521、522、523の１から523の４まで、524、527、528の１、528の２、字屋敷

添484、字地蔵堂529の１、529の２、530から533まで、539、552の１、552の２、553、大字姫川原字池ノ上3619

の２、3619の24、3619の33、3620、3620の丑、3621の子４、3621の丑４、3621の寅４、3621の卯４、3621の

午４、3621の酉３、3621の亥３、3621の６、3621の７、3621の33、3624から3631まで 

２ 指定の目的 

   土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び妙高市役所に備え置いて縦覧に供

する｡) 

 

◎新潟県告示第1242号 

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定

である旨の通知があった。 

平成24年10月16日 

新潟県知事    泉 田  裕 彦 

１ 保安林予定森林の所在場所 

   新潟県南魚沼市長崎字月岡1417の３から1417の８まで、1417の10から1417の12まで、1417の15、1418の１、

1418の４、1779から1785まで、1787から1789まで、1791の１、1791の２、1793、1800、1810の１、1810の２、

1811、1814、1815、1818、1820、1822から1825まで 

２ 指定の目的 

   土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び南魚沼市役所に備え置いて縦覧に

供する｡) 

 

◎新潟県告示第1243号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、三条市の三条土地改良区の定款の変更を平成

24年10月４日認可した。 

平成24年10月16日 

新潟県三条地域振興局長 

 

◎新潟県告示第1244号 
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土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、南魚沼市の大和郷土地改良区の定款の変更を

平成24年10月５日認可した。 

平成24年10月16日 

新潟県南魚沼地域振興局長 

 

◎新潟県告示第1245号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第２項の規定により、木崎濁川土地改良区理事

長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があった。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（団体営区画整理事業 新崎地区 確定測量） 

２ 作業期間 平成24年８月１日から平成24年９月21日まで 

３ 作業地域 新潟市北区 新崎ほか 地内 

 

 

◎新潟県告示第1246号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第１項の規定により、次のとおり公共測量を実

施する。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営中山間地域総合整備事業清津里山地区（白羽毛換地区）確定測量） 

２ 作業期間 平成24年10月１日から平成25年３月７日まで 

３ 作業地域 十日町市白羽毛ほか 地内 

 

◎新潟県告示第1247号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第１項の規定により、次のとおり公共測量を実

施する。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営農地環境整備事業赤倉地区（全換地区）確定測量） 

２ 作業期間 平成24年10月１日から平成25年３月７日まで 

３ 作業地域 十日町市赤倉ほか 地内 

 

◎新潟県告示第1248号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する第14条第２項の規定により、次のとおり公共測量を終

了する。 

平成24年10月16日 

新潟県知事 泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営農地環境整備事業 北五百川地区 確定測量） 

２ 作業期間 平成23年９月５日から平成24年９月26日まで 

３ 作業地域 三条市大字北五百川 地内 

 

◎新潟県告示第1249号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 一般国道 

２ 路 線 名 402号 

３ 道路の区域 
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区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

 

 

長岡市寺泊郷本字浜 14番から 

 

同市寺泊郷本字浜192番７まで 

 

 

新 

 

(A)7.2～17.5メートル 

 

320.1メートル 

 

(B)8.4～21.6メートル 

 

317.0メートル 

 

旧 

 

7.2～17.5メートル 

 

320.1メートル 

備考 上記(A)及び(B)は、関係図面に表示する敷地の区分をいう。 

 

◎新潟県告示第1250号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  一般国道 402号 

２ 供用開始の区間 

  長岡市寺泊郷本字浜14番から同市寺泊郷本字浜192番７まで 

３ 供用開始の期日  平成24年10月16日 

 

◎新潟県告示第1251号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県柏崎地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 松代高柳線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

柏崎市高柳町門出字下鶴間 5394番５から 

 

同市高柳町門出字下鶴間5476番１まで 

 

新 

 

6.0～17.6メートル 

 

245.6メートル 

 

旧 

 

6.0～14.7メートル 

 

253.9メートル 

 

 

◎新潟県告示第1252号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県柏崎地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  県道   松代高柳線 

２ 供用開始の区間 

  柏崎市高柳町門出字下鶴間5394番５から同市高柳町門出字下鶴間5476番１まで 

３ 供用開始の期日  平成24年10月16日 
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公   告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県が調達する新潟県ＬＡＮシステム用ネ

ットワーク機器等一式（その17）の借上げについて、次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第23号）の適用を受ける

ものである。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 入札に付する事項 

(1) 調達案件の名称 

新潟県ＬＡＮシステム用ネットワーク機器等一式（その17）の借上げ 

(2) 調達案件の仕様等 

入札説明書による。 

(3) 納入期限 

平成24年12月28日（金） 

(4) 納入場所 

入札説明書による。 

２ 入札説明書を交付する期間及び場所並びに本件入札に関する問合せ等 

(1) 交付期間 平成24年10月16日（火）から平成24年10月30日（火）まで（新潟県の休日を定める条例（平成

元年新潟県条例第５号）第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前８時30分から午後５時15分ま

で 

(2) 交付場所 新潟県総務管理部情報政策課電子県庁推進班（新潟県新潟市中央区新光町４番地１） 

(3) 問合せ等 入札説明書による。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 平成24年11月27日（火） 午前10時 

(2) 場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

     新潟県庁入札室 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たしている者でなけれ

ばならない。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定のいずれにも該当しない者であること。 

(2) 本調達物品納入後の保守管理体制が整備されていることを証明した者であること。 

(3) 本件入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

(4) ５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有するこ

とについて新潟県知事から確認を受けている者であること。 

(5) ３(1)に定める入札執行日前１年以内に、新潟県との機器等の賃貸借契約において、当該契約の全部又は一

部債務不履行をした者でないこと。 

(6) 新潟県に事務所又は事業所を有する者にあっては、新潟県の県税納税証明書（平成24年10月16日以降に発

行された納税証明書であって、未納がないことを証明したものに限る｡)を提出した者であること。 

(7) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

５ 本件入札に係る参加資格の確認 

本件入札に参加を希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、新潟県

知事から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならない。 

この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があると認められなか

った者は、入札に参加することができない。 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の提出 

ア 提出期間 平成24年11月13日（火） 午前９時から午後５時15分まで 
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イ 提出場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県総務管理部情報政策課電子県庁推進班 

ウ 提出方法 本人（法人にあっては、代表権限を有する者。以下同じ｡)又は代理人の持参とする。 

エ 提出書類及び部数 入札説明書による。 

(2) 参加資格の確認結果の通知 

  本件入札に係る参加資格の確認結果については、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者にそれぞれ

書面で通知するので、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者は、次に定めるところにより確認結果通

知書の交付を受けること。 

ア 通知日時 平成24年11月20日（火） 午前10時から午後４時まで 

イ 通知場所 (1)イに定める場所 

６ 入札手続等 

(1) 入札の方法 

  次のいずれかの方法によること。 

ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、

委任状を持参すること。 

イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、５(1)イに定める提出場所をあて先とした配達証明付きの書留郵

便（封筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１(1)の調達案件の名称及び３(1)

に定める入札執行日時を記載したものに限る｡)をもって３(1)に定める入札執行日の前日の午後５時15分ま

でに到着するよう郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

  本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

イ 落札決定に当たっては、契約希望本体金額（消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、自己の見積もった契約希望金額（１に掲げる新潟県ＬＡＮシステム用ネットワーク

機器等一式（その17）の１か月当たりの賃貸借料をいう｡)に105分の100を乗じて得た金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額)｡以下同じ｡)に100分の５に相当する額を加算

した金額に60を乗じて得た金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望本体金額に60を乗じて得た額を入札書に記載す

ること。その他入札説明書による。 

(4) 落札者の決定 

  入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。その他入札説明書による。 

７ 無効入札 

次に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提

出した者がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第62条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入

札 

８ 入札保証金 

  契約希望本体金額に100分の５に相当する金額を加算した金額に12を乗じて得た金額の100分の５に相当する

金額以上の現金（金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む）とする。ただし、財務規則第43条

第１号に該当する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

９ 契約保証金 

  契約金額（１に掲げる新潟県ＬＡＮシステム用ネットワーク機器等一式（その17）の１か月当たりの賃貸借

料に係るものをいう｡)に12を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の現金（金融機関が振り出し、又

は支払保証をした小切手を含む）とする。ただし、財務規則第44条第１号又は第３号に該当する場合は、免除

する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 
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10 その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、作成者の負担とする。 

イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

(2) その他 

ア 契約の手続において使用する言語及び通貨は日本語（契約当事者に関する記載部分を除く｡)及び日本国

通貨とする。 

イ その他詳細は、入札説明書による。 

ウ この公告及び入札説明書に定めるもののほか、本件の入札及び賃貸借契約の内容に関しては、財務規則

その他新潟県知事の定める規則、日本国の関係法令の定めるところによる。 

11 Summary 

(1) Nature and quantity of the products and services to be hired: 

   LAN-System Network Devices 

(2) Time and place of bidding: 

   10:00 a.m. 27, November, 2012 

   Niigata Prefectural Office Building Bidding Room 

   4-1 Shinko-cho Chuo-ku Niigata City, 

   Niigata, JAPAN 

(3) For more information, contact: 

   Information Management Division 

   Department of General Affairs and Management 

   Niigata Prefectural Government 

   4-1 Shinko-cho Chuo-ku Niigata City, 

   Niigata, JAPAN 

   〒950-8570 

 

家畜商講習会の開催について（公告） 

家畜商法（昭和24年法律第209号）第４条の２第１項の規定により、家畜商講習会を次のとおり開催する。 

平成24年10月16日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 講習会の日時及び場所 

(1) 日時  

平成24年12月19日及び20日 午前９時から午後５時まで 

(2) 場所 

新潟市西蒲区巻甲12021  新潟県農業大学校 

２ 講習の内容及び時間 

  (1) 家畜の取引に関する法令    ４時間 

  (2) 家畜の品種及び特徴      ４時間 

  (3) 家畜の悪癖、機能障害及び疾病 ６時間 

    ただし、獣医師の免許を受けている者は(2) 及び(3) を、家畜人工授精師の免許を受けている者は(2) 及 

び(3) の家畜の悪癖、機能障害の受講を免除する。 

３ 受講手続 

家畜商講習会受講申込書に 3,400円相当額の新潟県収入証紙及び写真（縦６センチメートル、横５センチ 

メートル程度のもの）を貼り、11月30日までに県地域振興局農業（農林）振興部又は県農林水産部食品・流

通課へ提出すること。 

なお、獣医師免許証ないしは家畜人工授精師免許証を有するものは、その写しを添えて、講習時間の特例

措置適用申請書も併せて提出すること。 

４ 受講資格 

  家畜の取引の業務に従事しようとする者 

５ その他 
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(1) 受講者は、テキスト代（ 3,400円）及び筆記用具を持参すること。 

(2) 詳細については新潟県農林水産部食品・流通課流通・市場係 (電話025(280)5304) に問い合わせること。 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、人工心肺装置について、次のとおり一般競争

入札を行う。 

なお、この入札に係る調達はＷＴＯに基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第23号）の適用を受けるも

のである。 

平成24年10月16日 

新潟県立新発田病院長 矢澤 良光 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  人工心肺装置  １式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成25年 ３月29日（金） 

(4) 納入場所 

  新潟県立新発田病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の105分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 957－8588 

  新潟県新発田市本町１丁目２番８号 

  新潟県立新発田病院経営課 

  電話番号 0254－22－3121 内線2516 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  平成24年11月26日（月）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

  平成24年11月28日（水）午前10時00分 

  新潟県立新発田病院 ５階大会議室 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 
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  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３で交付する入札説明書に基づき提出書類を作成し、提出

しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  前記２に示した入札参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ① 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない。（提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 ② 詳細は入札説明書による。 

６ Summary 

(1) Nature and quantity of the products to be purchased; 

Cardio Pulmonary Bypass System   ［１]set 

(2) Deadline for bid submission 

   10：00A.M. November 28,2012  

(3) For more information,contact; 

   Department of Administration,Niigata Prefectural Shibata Hospital 

   *address:１-２-８ Hon-cho,Shibata-City,Niigata 

   〒957－8588 

   JAPAN 

   TEL 0254－22－3121   Ext.2516 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第85号 

平成24年10月21日執行の新潟県知事選挙における選挙会を開催する場所及び日時を次のとおり定めた。 

平成24年10月16日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  嵐  嘉 明 

１ 場所  新潟県庁行政庁舎２階 会議室201 

２ 日時  平成24年10月23日 午後１時30分 
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